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《論　説》
「事前の預金支払制限合意」の効力


















































































































　Y（被告，被控訴人，銀行）は，昭和43年 3 月30日，Aの父 Bとの間に銀行取
引契約を結び，同日，Bに対し，200万円を貸し付けた（猶予後の弁済期同年 7
月27日）。Aは，Bの右債務につき連帯保証をし，その見返り担保として，本












































の債務を一時に弁済する（第 4条 4号・ 7号）」旨の約定があった。

































































　訴外A（請負者，建設会社）は，平成10年 3 月27日，訴外 B（発注者，愛知県）
との間で，公共工事請負約款に基づき，工事請負契約を締結した。Aは，同






































Y4（甲事件被告，連帯保証人）は，Xとの間で，平成19年 4 月23日，極度額を 3

























































































































































































































































































































前掲註4） 最判昭和52・ 6 ・20参照。他方，最判昭和58・ 3 ・ 8 金融法務事情1025号47頁は，
信用保証協会保証付の無担保貸付による両建定期預金の拘束につき，実質金利を高める目的はな
いこと，債務者の要請に応じた与信額の拡大に資するものであることを認め，独占禁止法違反を
否定している。
21）
22）
23）
24）
合意の場合（判例①，判例⑤），黙示の合意の場合（判例④）につきその効力を肯
定している。さらに，不明確な合意の場合（判例②，判例③，判例⑥，判例⑦）
についても，合意の効力を一般的に制限する傾向を示してはいない。判例は，
個別具体的に合意の内容や考慮要素を吟味して，取引上の合理性の範囲を逸脱
していないものについては，当事者間の合意を尊重し合意の効力を認める判断
をしているのではないだろうか。なお，事前の制限合意の活用分野として，相
続預金の支払方法についての事前合意をあげることができる。
お わ り に
　銀行取引において事前に預金支払制限の合意をする場合があり，その場合の
合意の内容及びその効力につき検討を加えることが必要になる。なんの根拠も
なく事前に預金の支払を禁止する合意であるならは，預金者に不当な不利益を
強いるものとして，原則としてその効果は無効である。合意内容は，公序良俗
に反するものではないこと，取引の非対等性から債務者に不当な条件を強制し
て不利益のみを与えるものではないこと，取引上の必要性かつ合理性を有する
ものであることを要する。債権者として許される私的自治の範囲内を画するこ
とが肝要である。なお，融資金の使途を限定する場合には，専用口座による払
出制限の合意を付加することにより，預金支払制限の合意に直結する。
　事前の預金支払制限合意とその効力について，これまで検討した結果，判例
法は，即時両建預金の場合を除き，一般に合意の効力を制限してきたものとは
いえないことが明らかになった。また，担保目的でありながら，全般的に書面
回避現象がみられた。これに対し，公共工事の前払金保証制度では，預金の払
出制限合意が制度の仕組みのなかに組み込まれていることは特筆されるべきも
のであり，最高裁判例（前掲判例⑤）は，前払金を信託財産とし，これを当該
25）
20　（20）
書面の回避や対応は紛争が生じたときに協議する態度など，日本社会の契約観の特徴（内田
貴・契約の時代─日本社会と契約法54～59頁（岩波書店，2000年））の一端を示しているように
も思われた。銀行は両建預金の問題をすこし過剰に意識しているのではなかろうか。この点につ
いては，今後さらなる分析と議論を要するであろう。
25）
工事の必要経費の支払に充てることを目的とした信託契約の成立を認めるにい
たっている。この場合の預金の支払制限合意の効果は，預金債権の帰属の判断
に影響を及ぼしており，この合意に合理性と必要性があることは明らかであろ
う。
　判例法については，判例集積が十分ではないため，判例法は成熟途上にあり，
したがって，今後の判例集積を期待するとともに，明示・明確な支払制限合意
事例が出現・増加することを望みたい。
　今後の課題としては，事前の預金支払制限合意の判断枠組みにつき，本稿と
は異なる視点からの批判を加えて，さらに議論を深めることが必要であろう。
一方では，事前の合意がない，緊急的な預金凍結の場合とより詳しく比較する
ことも必要となり，債権保全の必要性との関連分析を進めることは，残された
課題であろう。
26）
27）
「事前の預金支払制限合意」の効力（宮川）
（21）　21
銀行による預金払戻しの拒絶問題を横断的にとりあげたものとして，森下哲朗「銀行による預
金の払戻しの拒絶」岩原紳作＝山下友信＝神田秀樹編集代表・会社・金融・法［下巻］527頁以
下（商事法務，2013年）がある。
鈴木禄弥編・新版注釈民法（17）288頁［鈴木禄弥＝山本豊］（有斐閣，1993年）は，債権保全
の必要性につき，信義則に基づいての客観的・合理的な解釈を重視している。
26）
27）

